



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 ２月27日  第２回憲法改正委員会総会（「憲法改正草案（討論稿）の説
明」印刷配布）
 ４月21日  第３回憲法改正委員会総会（「中華人民共和国憲法改正草案」
を採択し、全人民討論に付す）
 11月４日から９日 第４回憲法改正委員会総会（「憲法改正草案改正稿」）
 11月14日午前 中央書記処による審議
 11月22日 中央政治局による審議承認
 11月23日 第５回憲法改正委員会総会による憲法改正草案の決定
 11月26日 全国人大招集開催
 12月4日 全国人大による1982年憲法正文の採択
 以上
（27） 同上。
（28） 同上、42－43頁。なお、「資料40　鄧小平　党と国家の指導制度の改革について」（1980
年８月18日）（太田勝洪・小島晋治・高橋満・毛里和子編『中国共産党最新資料集』（以下『資
料集』と略称する）、上巻（1978年12月～1981年５月）、1985年７月、勁草書房）による
と、「中央は第５期全人代第３回会議に憲法改正について提案する」として、つぎのよう
な個所がある。すなわち、①「われわれの憲法をさらに完備した、厳密で的確なものに
すること」、②「人民に国家の各級組織と各企業・事業体を管理する権力を真にもたせ、
十分な公民の権利を真にもたせること」、③「各民族に民族の区域自治を真に実施させる
こと」、④「各級人民代表大会の制度を改善することなどがそれである」とされ、とくに
「過度の権力集中を許さないという原則も、憲法にもりこまれよう」と（388頁）。
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（29） 劉論文、43頁。
（30） 許崇徳『中華人民共和国憲法史』（上・下巻）（2005年５月第２版、福建人民出版社、
下巻を以下『憲法史』下と略称する）、345－385頁、353－367頁、357－358頁。
（31） 『憲法史』下、351頁。
（32） 「第五届全国人民代表大会第三次会議関於修改憲法和成立憲法修改委員会的決議」（1980
年９月10日、第五期全国人民代表大会第三回会議で採択）（国務院辦公庁法制局編『中華
人民共和国法規彙編（1980年１月－12月）』（1986年６月第一版、法律出版社）、２頁。
（33） 『憲法史』下、354頁。
（34） 同上、354－355頁。
（35） 同上、355頁。
（36） 同上、356頁。
（37） 同上。
（38） 同上。
（39） 同上。
（40） 同上、357頁。
（41） 同上。
（42） 同上、357－358頁。
（43） 同上、358頁。
（44） 同上、358－359頁。
（45） 同上、359頁。ちなみに、劉山鷹「立憲者毛沢東的人民民主専政理論」（『華東政法大学
学報』、2011第１期、135－145頁）が最近出ている。なお、拙稿「『四九年（以後）実質
プロ独』説の形成と『展開』－現代中国憲法史の根本問題－」（一）～（三・完）、『東京
都立大学法学会雑誌』第27巻第１号（1986年７月）・第２号（1986年12月）、第28巻第２
号（1987年７月）もあわせて参照願いたい。
（46） 太田勝洪「中国における政治体制改革論議－「庚申改革」から新権威主義へ－」（法政
大学比較経済研究所　山内一男・菊池道樹編『中国経済の新局面－改革の軌跡と展望』、
1990年11月、法政大学出版局、266－287頁、第10章所収）、269－270頁。
（47） 山内一男「中国からみたポーランド問題」（『中国研究月報』、1982年７月号、総413号）、
１－７頁、４頁。なお、木戸蓊『激動の東欧史　戦後政権崩壊の背景』（中公新書996、
1990年12月）が参考になる。
（48） 『憲法史』下、363－365頁。なお、「1980年12月20日」の「憲法改正委員会秘書処《簡
報》第22期専載」の「わが国の国家元首制度を改善することについての許崇徳同志の建
議」もある（366－367頁）。国家主席については、373頁で、国家元首については、378頁
でそれぞれ言及がなされている。また、「二院制」については、367－368頁、371頁、376
頁、378頁を参照願いたい。
（49） 同上、378－379頁。
（50） 同上、379頁。
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（51） 同上、379－380頁。
（52） 同上、380頁。
（53） 同上、380－381頁。
（54） 同上、381頁。
（55） 同上。
（56） 同上、381－382頁。
（57） 同上、382頁。
（58） 同上。なお、ここでは、「第５章　憲法の実施および憲法の改正を保障する」を増やし、
「合わせて６カ条とした」という（同頁）。
（59） 同上。
（60） 同上、382－383頁。
（61） 同上、383頁。
（62） 同上、384頁。
（63） 同上。
（64） 劉論文、43頁。なお、「資料63　中国共産党中央委員会　建国いらいの党の若干の歴史
的問題に関する決議」（1981年６月27日）（『資料集』下巻（1981年６月～1984年10月）、
1986年11月、1－43頁）を参照願いたい。ちなみに、そこでは、「新中国は成立後まだ日が
あさく、われわれがすでにかちとった成果も初歩的なものにすぎ」ず、「わが党は社会主
義事業を指導する面で経験が足りず、党の指導部の情勢分析と国情にたいする認識にも
主観主義的な片寄りがあった」とされている（７頁）。
（65） 劉論文、43頁。そしてそれによれば、彭真の主宰のもとなどで、「７月16日」、「７月18
日、21日」や「９月１日」、「９月９日」、「10月３日」などの諸動向が確認でき（43－44頁）、
とくに、一年延期策が「11月中旬・下旬」、「11月末」ごろに登場してきたようである（44
頁）。なお、「資料68　胡喬木　当面の思想戦線における若干の問題について」（1981年８
月８日）（『資料集』下巻、70－103頁）によると、「当面の思想戦線」について、つぎのよ
うな胡自身の自己批判が注目される。すなわち、「私自身、思想工作を担当する一員であ
るが、終始一貫して自分の責任を果たしたわけではなく、しばしば厳密周到でない意見
も提起してきたから、まず自己批判を行ない、そして中央と同志達の批判を受けいれな
ければならない」と（88頁）。本稿では、これを本稿では、「胡喬木による自己批判」とよ
ぶ。また、『胡喬木談中共党史』（1999年９月、人民出版社）をあわせて参照願いたい。
（66） 『憲法史』下、384－385頁。
（67） 同上、385頁。
（68） 同上。
（69） 川島弘三『中国の政治と軍事・外交』（1990年５月、第一法規出版）では、「第四部　中
国人民解放軍－歴史の中の近代化」（473－659頁）、572－581頁、574－581頁、581頁。
（70） 劉論文、44－45頁。
（71） 同上。
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（72） 同上、45頁。
（73） 同上。
（74） 『憲法史』下、386頁。
（75） 同上。
（76） 同上、386－387頁。
（77） 同上、388－389頁。
（78） 同上、389－391頁。
（79） 同上、391－399頁、392頁。
（80） 同上、394－396頁。
（81） 同上、403頁、405頁、406頁、408頁、413－414頁。なお、二院制や国家主席について
は、399頁を参照願いたい。
（82） 張友漁「在全国政協在京常委座談会上関於憲法修改草案的情況説明」（同『憲法論叢』
下冊、1986年９月、群衆出版社、115－131頁）、115頁。
（83） 同上、115頁、129頁。
（84） 劉論文、45－46頁。
（85） 『憲法史』下、415－420頁、419頁。
（86） 同上、420－422頁、422－425頁、425－427頁、427－429頁。
（87） 同上、429頁。
（88） 彭真「関於中華人民共和国憲法修改草案的説明」（1982年４月22日、「第5期全国人民代
表大会常務委員会第23回会議における報告」）（『論新時期的社会主義民主與法制建設』、
1989年１月、中央文献出版社、以下『新時期建設』と略称する、100－115頁）。
（89） 同上、101頁。
（90） 同上、103頁。
（91） 同上。なお、「資料103　中国共産党規約」（1982年９月６日）（『資料集』下巻、386－
405頁）によれば、その「総綱」（386－390頁）のなかで、「党はかならず憲法と法律の範
囲内で活動しなければならない」と明記されている（390頁）。
（92） 『新時期建設』、104頁。
（93） 同上、105頁。
（94） 同上、106頁。
（95） 同上。
（96） 同上、107頁。
（97） 同上、108頁。
（98） 同上、110－114頁。
（99） 安田淳「軍事力と安全保障」（国分良成編『中国政治と東アジア』（2004年３月、慶應
義塾大学出版会、219－240頁、第10章所収）、220－225頁。なお、滝口太郎「党軍関係と
中央統制の物理的基礎」（天児慧編『現代中国の構造変動４　政治－中央と地方の構図』、
第８章所収、2000年４月、東京大学出版会、275－304頁）では、「強力な権限を持つ中央
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軍事委員会」についてふれている（284－289頁）。
（100） 『憲法史』下、439－443頁、443－445頁。
（101） 同上、445－448頁、455－456頁、459頁、463－464頁、467頁。
（102） 「憲法修改委員会副秘書長胡繩関於新憲法草案問題答記者問」（1982年４月27日）（『政
治與法律』叢刊第一輯、1982年６月、復旦大学出版社、以下『法律』一と略称する、５
－８頁）もある。なお、草案は、「中華人民共和国憲法修改草案」（『人民日報』1982年４
月28日、以下「４月草案」と略称する）に掲載された（また、『中華人民共和國憲法修改
草案』、1982年５月、生活・讀書・新知三聯書店香港分店もある）。
（103） 「４月草案」。
（104） 同上。
（105） 「中華人民共和国憲法」（1954年９月20日、第１期全国人民代表大会第１回会議で採択、
陳荷夫編『中国憲法類編』、1980年12月、中国社会科学出版社、以下『類編』と略称する）、
215頁。「中華人民共和国憲法」（1978年３月5日、第５期全国人民代表大会第１回会議で採
択、『類編』）、３頁。
（106） 「４月草案」。
（107） 同上。なお、『類編』、336頁、５頁。
（108） 『類編』、216頁。
（109） 「４月草案」。『類編』、216－217頁、５頁、336－337頁。劉松山『運行中的憲法』（2008
年１月、中国民主法制出版社、以下『運行』と略称する）、76－77頁および76頁の脚注②。
（110） 「４月草案」。『類編』、333頁、338頁、１頁、６頁。
（111） 「４月草案」。
（112） 『類編』、219頁、339頁、８頁。
（113） 『運行』、127頁。
（114） 同上、128頁。「４月草案」。
（115） ANDREW　J. NATHAN,CHINESE　DEMOCRACY(1986,I.B.Tauris＆Co.Ltd.)．
（116） 『類編』、232頁、342頁、16頁。
（117） 「４月草案」。
（118） 同上。
（119） 「４月草案」。『運行』、239－247頁。
（120） 『運行』、244頁。
（121） 同上、245頁、246－247頁。
（122） 「４月草案」。
（123） 唐亮「改革開放時代の中国政治をどう捉えるか－開発独裁モデルと近代化」（国分良成
編『中国は、いま』、2011年３月、岩波新書1297、第２章）、19－21頁。
（124） 『類編』、213頁、223頁。
（125） 彭真「認真組織全国各族人民討論憲法修改草案」（1982年５月４日）（『新時期建設』、
116－120頁）。
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（126） 浦増元「憲草序言的基本特点」（『法律』一）、25－28頁。
（127） 張友漁「関於修改憲法的幾個問題」（張友漁等著『憲法論文集』、1982年７月、群衆出
版社、8－26頁）、9－12頁、11頁。
（128） 彭真「関於中華人民共和国憲法修改草案的報告」（1982年11月26日）（『新時期建設』）、
143頁。
（129） 同上、146頁、148頁。
（130） 同上、151頁。
（131） 同上、156－160頁。
（132） 同上、160－162頁。
（133） 同上、165－172頁。
（134） 福島正夫「中華人民共和国新憲法草案の特徴とその問題点」（『中国研究月報』、1982年
７月号、総413号、8－19頁、26頁、以下福島論文と略称する）。なお、拙稿「中国におけ
る草案公布後の憲法論議－国家機構を中心として」（『現代中国』、第57号、1983年６月、
現代中国学会、24－29頁）もある。
（135） 福島論文、17頁、19頁、26頁。
（136） 『憲法史』下、476頁。
